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【研究要旨】 

本研究では、今年度は、まず、コホート研究における飲酒状況と疾患リスクとの関連に関

する文献レビューによるエビデンスの整理やアクションプラン案を整理し、飲酒ガイドラ

イン及び次期健康づくりプラン策定に寄与することを目的とした。また、飲酒状況の把握の

ための実態調査として既存コホート研究データを用いた集計を行うこととした。さらに、既

存資料を用いた社会的損失の推計を行うことにより、飲酒の社会的影響を明らかにするこ

とを目的とした。 

成果として、飲酒ガイドライン作成において、飲酒状況と疾患リスクとの関連への飲酒ガ

イドラインの作成・施行に貢献した。また、健康日本 21（第三次）の飲酒分野におけるロ

ジックモデルの作成及びアクションプラン案を「介入のはしご」に沿って作成した。 

実態調査では、近年の飲酒状況を把握するため、CIRCS 研究及び JPHC-NEXT 研究の 5

年後調査データを用いて、年齢別、地域別の飲酒状況の集計を行ったところ、生活習慣病の

リスクを高める量を飲酒している者の割合等に地域や年齢での差異が確認された。自治体

ごとに飲酒状況を把握し、ターゲットとなる集団を明確にしたアプローチを行うことがア

ルコール対策において必要であると考えられた。 

そして、先行研究の手法を参考に、2017 年の飲酒パターンを考慮したアルコール寄与割

合を用いて推計したアルコール関連問題のコストは、3 兆 1,978 億円～5 兆 7,752 億円であ

った。 

 以上のように、本研究では研究計画に沿って、飲酒ガイドライン作成や次期健康づくり運

動プランの策定・施行への貢献、実態調査及びアルコール関連問題の社会的影響の推計を進

めた。 
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Ａ. 研究目的 

 健康日本 21（第二次）において「生活習

慣病のリスクを高める量を飲酒している者

（1 日当たりの純アルコール摂取量：男性 

40g 以上、女性 20g 以上）の割合」は、男

性 14.9％、女性 9.1％（令和元年国民健康・

栄養調査）であり、最終評価は D（悪化し

ている）であった。 

令和 6 年度開始の健康日本 21（第三次）

においても個人の行動と健康状態の改善に

関する目標の生活習慣の改善の飲酒分野に

おいて、「20 歳未満の飲酒をなくす」と合わ

せて、「生活習慣病（ＮＣＤｓ）のリスクを

高める量を飲酒している者の減少」は引き

続き目標項目となり、その目標値は男女計

で 10％と設定された。また、ライフコース

アプローチを踏まえた健康づくりに関する

目の女性において、目標値は 6.4％と設定さ

れている。 

本研究では、今年度は、コホート研究にお

ける飲酒状況と疾患リスクとの関連に関す

る文献レビューによるエビデンスの整理、

次期健康づくりプラン策定におけるアクシ

ョンプラン案の作成を行うこととした。合

わせて、昨年度に引き続き、飲酒状況を把握

するための実態調査を進めた。さらに、既存

資料を用いた社会的損失の推計を行うこと

により、飲酒の社会的影響を明らかにする

ことを目的とした。 

 

Ｂ. 研究方法 

 飲酒ガイドラインの公表に向けて、昨年

度の文献レビューをもとに、飲酒状況と疾

患リスクとの関連に関するエビデンスの整

理を行った。また、健康日本 21（第三次）

の学術的観点からのサポートとして、目標

達成に向けて自治体・健康づくり関連団体 

が取組むべき健康増進施策（アクションプ

ラン）案の作成を行った。 

 実態調査については、既存コホート研究

である CIRCS 研究及び JPHC-NEXT 研究

の 5 年後調査データを用いて、性別、年齢

別、地域別に飲酒状況の集計を行った。 

 アルコール関連問題のコスト推計につい

ては、既存資料より 2017 年の推計を行っ

た。 

研究方法の詳細については、各分担研究

報告書を参照されたい。 

 

（倫理面への配慮） 

すべての研究は「人を対象とする医学系

研究 に関する倫理指針」を遵守しており、

所属施設の倫理委員会の承認を受けている。 

 

Ｃ. 研究結果 

2024 年 2 月に「健康に配慮した飲酒に関

するガイドライン」が公表され、参考資料と

して、本研究による飲酒状況と疾患リスク

との関連に関する文献レビューの成果が用

いられた。次期健康づくり運動プランであ

る健康日本 21（第三次）も 2024 年度に施

行され、アクションプラン案の作成が求め

られており、飲酒分野について、ロジックモ

デルの作成（図 1）及び「介入のはしご」に

沿ってアクションプラン案を作成した。（表

1） 

実態調査では、年齢別、地域別の飲酒状況

の集計を行った。これにより、生活習慣病の

リスクを高める量を飲酒している者の割合

に、地域差や年齢別での差が確認された。 

そして、2017 年の日本の飲酒パターンを

考慮したアルコール寄与割合を用いて、ア
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ルコール関連問題のコスト推計を行ったと

ころ、3 兆 1,978 億円～5 兆 7,752 億円であ

ることが示された。 

研究結果の詳細については、各分担研究

報告書を参照されたい。 

 

Ｄ. 考察 

本研究では研究計画に沿って、飲酒ガイ

ドライン作成や次期健康づくり運動プラン

の策定・施行への貢献、実態調査及びアルコ

ール関連問題の社会的影響の推計を進めた。 

実態調査では、CIRCS 研究では 3 地域、

JPHC-NEXT 研究では 7 地域を対象に、年

齢別、地域別の飲酒状況の集計を行ったと

ころ、生活習慣病のリスクを高める量を飲

酒している者や大量機会飲酒者の割合等に、

地域や年齢での差異が確認され、自治体ご

とに飲酒状況を把握し、ターゲットとなる

集団を明確にしたアプローチを行うことが

アルコール対策において必要であると考え

られた。若い世代の飲酒状況の実態調査に

ついては次年度に報告する予定である。 

既存資料を用いたアルコール関連問題の

コスト推計では、先行研究の手法を参考に、

2017 年の飲酒パターンを考慮したアルコ

ール寄与割合（Alcohol attributable fract

ion: AAF）を用い、複数の検討を重ね、施

策の評価におけるコスト推計の活用の可能

性について寄与し得る結果を示すことがで

きたと考えられた。 

飲酒ガイドラインや健康日本 21（第三次）

は開始されたばかりであり、その国民に対

する浸透への周知方法や、効果的な実施、評

価に向けた取り組みの促進が望まれる。 

 

 

Ｅ. 結論 

 本研究では研究計画に沿って、飲酒ガイ

ドライン作成や次期健康づくり運動プラン

の策定・施行への貢献、実態調査及びアルコ

ール関連問題の社会的影響の推計を進める

ことができた。最終年度である次年度も研

究計画に沿って研究事業を実施したい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表  

なし 

 2.  学会発表 

髙田碧、山岸良匡、玉腰暁子、磯博康. 大

量機会飲酒を考慮した、飲酒と循環器疾患

との関連： The Japan Collaborative 

Cohort Study. 第 82 回日本公衆衛生学会

総会. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3.その他 

なし 
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図 1. 飲酒分野のロジックモデル 

 

 
 



5 

 

表 1. アクションプラン案 

 

 


